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１．はじめに 

（１）背景と目的 

我が国の産業構造は、重厚長大型から、コンテナ

輸送を活用した高付加価値型へと変化しつつある。 
重厚長大型産業は港湾付近に集積しており、主に

港湾からの輸送コストにより立地が説明されること

が多い。一方、高付加価値型産業は港湾付近に限ら

ず立地しており、立地に関して体系的な研究事例は

少ない。 
よって、本研究では、コンテナ化率の高い産業を

対象に、各ゾーンにおける生産額を、各ゾーンにお

ける生産の効率性（産業立地ポテンシャル）によっ

て説明するモデルを構築し、港湾、空港、道路等の

整備が産業立地に与える影響を検討する。 
ここで、各ゾーンの産業立地ポテンシャルとは、

生産増加と新規立地の双方を考慮し、１単位の生産

に必要な輸送コスト、面積、および確率項により説

明されるものとする。生産活動にはこれらの他に労

働や資本の投入が必要であるが、これら２要素は国

内のどの地域でも概ね等しいと考えられるため、産

業立地ポテンシャルの説明変数から除外した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）九州における産業立地の実態 

本研究では、地理的にアジアに近く水平分業化が

進んでおり、製造業の生産額が増加傾向にあり、さ

らに国内他地域と海により隔てられた九州を分析対

象とする。また、1985 年、1990 年、1995 年の 3
時点のデータに基づき、分析を行なう。 

1985 年から 1995 年までの 10 年間の各市区町村

における全製造業の生産額の増減を示したのが図 
1である。図 1より、港湾整備が進んだ北九州市小

倉南区や、高速道路に隣接する福岡県甘木市等や、

空港に隣接する熊本県大津町等で生産額が増加して

いることがわかる。 
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図 1 1985 年から 1995 年の間における全製造業の

生産額の増減（工業統計調査1）より）



２．産業立地ポテンシャルモデルの定式化 

（１）産業立地ポテンシャルモデルの定式化 

最も効率的に生産が行なわれるように生産額が

分布すると仮定し、産業立地ポテンシャルモデルを

定式化する。ゾーン i、産業 k の生産額 の解は以

下の最小化問題の解として計測される。 
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in  ：ゾーン i、産業 k の生産額 

iCOST  ：ゾーン i における１単位の生産に要する 
輸送コスト 

iAREA  ：ゾーン i の面積 

iDUM  ：ゾーン i に関するダミー 
A, B, C ：各変数の係数 
θ ：パラメータ 
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→0
′  ：産業 k’ の製品の輸入港からの輸送コスト 
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iiC →

→

′
′  ：ゾーン i’ の産業 k’ からの輸送コスト 

mk
iiC →
′→  ：ゾーン i’ への最終消費財の輸送コスト 
kk

iaC →
→

′  ：他地域 a の産業 k’ からの輸送コスト 
mk

aiC →
→  ：他地域 a への最終消費財の輸送コスト 
kX  ：対象地域における産業 k の生産額合計 

 
（２）輸送コストの設定 

生産活動に伴う物流を図 2に整理した。 

 
図 2 生産活動に伴う物流と投入額･産出額 

※ 投入額･産出額は、一般機械器具製造業（以下、一般機械とする：

ボイラ･産業用ロボット･金型･複写機等の製造業）の場合 

※ 金額は、平成７年地域間産業連関表2)より 

ただし、産業間の物流については、ひとつの輸送

に対して産出する事業者と投入を受ける事業者が介

在するため、「産業間の輸送コストは購入者が負担

し、市場への輸送コストは生産者が負担する」と仮

定した。よって、産業ｋは、①，②，③，④，⑤の

５パターンの輸送コストを負担するものとした。 
表 1 産業 k が負担する輸送コスト 

輸送コスト 区間 製品 

①九州内から投入される

原材料の輸送コスト 

ゾーンi’ 

→ ゾーン i 

産業ｋ’の

製品 

②国内他地域から投入さ

れる原材料の輸送コスト 

地域Ａ 

→ゾーン i 

産業ｋ’の

製品 

③海外から投入される原

材料の輸送コスト 

輸入港 

→ ゾーン i 

産業ｋ’の

製品 

④九州内への最終消費財

の輸送コスト 

ゾーン i 

→九州内 

産 業 ｋ の

製品 

⑤国内他地域への最終消

費財の輸送コスト 

ゾーン i 

→地域Ａ 

産 業 ｋ の

製品 

＜荷物の時間価値の取扱＞ 
輸送コストは、輸送に必要な経費のみを考慮し、

荷物の時間価値は取扱わない。 
＜輸送手段＞ 
4t トラックによる陸上輸送を仮定した。 
＜ゾーンの設定＞ 
離島を除く九州の各市区町村とした。 
各ゾーン間の経路は、各市区町村役場間の経路と

し、最短所要時間の経路（道路のみ利用）とした。 
＜国内他地域との間の輸送コスト＞ 
国内他地域は、地域間産業連関表 2)の９地域のう

ち、九州と陸路でつながっている東北・関東・中部・

近畿・中国・四国とし、国内他地域の代表地点は、

宮城県庁・東京都庁・愛知県庁・大阪府庁・広島県

庁・愛媛県庁とした。 

国内他地域

(地域 a )
海 外 

産業 k 

九州 

中間投入 

九州市場 

(ゾーン i’ ) 
国内他地域 

中間投入 

国内他地域 

市場(地域 a ) 

＜投入＞ 
(産業 k’ ) 

＜産出＞ 

① ② ③ 

⑤ ④ 

海 外 

2,015(億円) 

（38%） 

九 州 

(ゾーン i’ ) 
2,935(億円) 

（56%） 

288(億円)

（5%） 

＜海外からの輸入の輸送コスト＞ 
輸入港は、国際コンテナ航路の開設されている港

湾のうち各ゾーンからの所要時間の短い港湾とした。 
 
３．データの収集･作成 2,797(億円)

（１）輸送時間当たりの輸送コスト 

(a)定式化の各方法と今回の方針 

トラックの輸送コストの定式化の方法は、費用を

積上げて算出する方法と、届出運賃を用いる方法と、

実勢運賃より算出する方法が考えられる。このうち、

 

（21%） 

2,767(億円)

（21%） 

4,035(億円) 

（31%） 

1,897(億円)

（15%） 

1,569(億円) 

（12%） 



費用を積上げて算出する方法では、要因毎の定式化

によって誤差が生じやすいため、今回の分析に相応

しくない。また、届出運賃は、輸送距離による割引

が十分に表現されておらず、また実勢運賃よりも割

高であると指摘されている 3)。よって、実勢運賃を

用いて輸送コストを求めることとし、株式会社カサ

イ経営によるアンケート調査結果 4)を利用する。こ

の調査では、トラックサイズ別発業種別に距離帯別

運賃を集計しており、発業種別に運賃を定式化した。 
(b) 実勢運賃の定式化 

実勢運賃の 1km あたりの増加率は 100km を境に

低減する傾向が見られたため、実勢運賃を、トラッ

クのサイズ別発業種別に 100km で折れる折れ線関

数として近似して定式化した。 
(c)所要時間あたりの輸送コストへの変換 

高速道路の新規整備等による物流の時間短縮効

果を説明するため、輸送コストを所要時間あたりの

輸送コストへ変換した。トラックの速度は、道路交

通センサス 5)を参考に 40km/hと仮定した。 
 (d)１トンあたりの輸送コストへの変換 

貨物１トンあたりの輸送コストを算出する必要

があるため、トラックの積載率から、輸送コストを

トラック１車あたりから１トンあたりに変換した。

積載率は「自動車輸送統計年報」6)（2002 年度調査）

より、42.8％とした。 
 
（２）産業間の投入産出構造および交易構造 

九州内および国内他地域における各産業間の投

入産出構造および交易構造を説明する各値（ , kka ′

'kM , , , ）の算出にあたっては、

1995 年の国内 9 地域間産業連関表

kk
aap →' k

dfd k
afd

2)を使用した。 
 
（３）３時点の市区町村別生産額（工業統計） 

 1985 年 1990 年および 1995 年におけるゾーンi
の産業kの生産額（ ）の算出にあたり、通商産業

省（現経済産業省）の市区町村別工業統計調査

k
in

1)お

よび、九州各県の市区町村別工業統計調査の製造品

出荷額等を使用した。なお、各産業の事業所が少数

であるため製造品出荷額等が秘匿となっている場合

は、製造品出荷額等は０円であるとみなした。 

４．産業立地ポテンシャルの推計 

（１）産業立地ポテンシャル推計の条件 

(a)分析方針 

各ゾーンにおける生産額と輸送コストについて、

それぞれ 1985 年、1990 年、1995 年の３時点分をプ

ールし、産業立地ポテンシャルモデルを推計した。 

(b)分析対象の産業 

国際貿易構造の変化による産業立地動向の典型

例として、コンテナ化率が高く投入産出構造に水平

分業化が見られかつ生産額が大きいという特徴を持

つ、一般機械を分析対象とした。 
(c) 分析対象の範囲 

投入元および産出先は、九州全体、国内他地域お

よび海外とし、一般機械の生産が認められる福岡県

内の各市区町村の産業立地ポテンシャルを推計した。 
(d)設定した変数 

① 輸送コスト（定式化は前章までを参照） 
国内他地域からの投入の輸送コストと国内他地

域の市場への産出の輸送コストは、相関が高いため、

両者を合計した変数とした。 
② 地域ダミー 

各３時点の若松区、戸畑区、小倉北区および小倉

南区について、産業構造や歴史的な経緯を踏まえ、

「北九州工業地域ダミー」を設定した。また、大牟

田市、久留米市、直方市、筑後市および古賀市につ

いて、内陸型の工業団地の立地などを踏まえ、「内

陸工業地域ダミー」を設定した。 
③ その他の変数 

各ゾーンの面積･地価等は導入せずに分析した。 
（２）産業立地ポテンシャル推計の結果 

各変数の係数とｔ値などを表 2に示す。「九州内

からの投入（輸送コスト）」のｔ値は低い値となっ

たものの、それ以外は有意な結果となった。 

各変数の係数は、「九州の市場への産出（輸送コ

スト）」の係数の符号は正となったが、それ以外の

輸送コストは負となり妥当な結果であった。また、

両地域ダミーの符号条件も満たされた。 

また、３時点のうち 1990 年の生産額の実績値と

推計値を図 3と図 4に示した。いずれの図において

も北九州市付近と県南西部に生産が集中しているも

のの、十分に再現できていないゾーンもある。 



表 2 産業立地ポテンシャル推計の結果 

変数 係数 t  

九州内からの投入   （輸送コスト） -4.053 -1.361

九州の市場への産出（輸送コスト） 4.100 2.792

海外からの投入     （輸送コスト） -2.992 -5.043

国内他地域からの投入・国内他地

域の市場への産出  （輸送コスト） 
-8.321 -2.493

北九州工業地域ダミー 1.891 6.145

内陸工業地域ダミー 2.476 8.766

サンプル数 166 

自由度修正済み決定係数 0.8056 
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図 3 一般機械生産額の実績値(1990 年の場合)  

（工業統計調査1）より） 

 

・一般機械生産額 

(推計値:万円)

 

・空港 

 

・高速道路 

 

図 4 一般機械生産額の推計値(1990 年の場合) 

５．考察 
以上の推計結果より、一般機械について、輸送コ

ストにより各市区町村における生産額が概ね説明で

きることから、投入産業からの近接性が産業立地ポ

テンシャルを高めていることがわかった。特に、海

外や国内他地域からの投入に伴う輸送コストが大き

く効いていることから、国際的に水平分業化が進展

している一般機械において、遠隔地の投入産業から

の輸送コストが産業立地に大きく影響していること

がわかった。 
また現況再現性を確認した図 3、図 4より、概ね

再現できているものの、モデルの改良の余地がある

ことが分かった。 
今後、産業立地ポテンシャルの推計対象を九州全

体へ拡大するとともに、空港からの輸送コストも考

慮したモデルを構築する必要がある。また、九州全

体へ拡大した場合は、経年的な港湾整備を考慮した

分析を行なうことが望ましい。さらに、本研究で使

用した統計データに加え、個別のゾーンの状況を説

明する変数を追加する必要がある。 
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